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（農場主のフィルさん） 

● アメリカ農業の現状について 

ＭｃＧｒａｔｈ Ｆａｍｉｌｙ Ｆａｒｍを視察 

 

団員 雲峰 広行 

 

今回の海外都市行政視察の調査研究テーマで、現在、日本で関心の高い事項

として、電力問題としてのＳＭＵＤ（サクラメント電力公社）とＴＰＰ（環太

平洋経済協定）への加入に関して最も危惧されているアメリカ農業に関した本

件ではないかと思う。 

 仮に日本がＴＰＰへ加入したとしたら、それまでの農産物への関税が撤廃さ

れることで、農産物などの輸入品が安くなり、その結果、国産の農作物が売れ

なくなり、農家の多くが農業をやめてしまうと予想されている。 

そこで、今回の視察は、特に農産物出荷が全米でトップのカリフォルニア州の

農家を視察することで、アメリカ農業の実力や実情を、聞き見ることが目的で

あった。 

視察先のＭｃＧｒａｔｈ Ｆａｍｉｌｙ Ｆａｒｍは、ロサンゼルス市中心か

ら西へ、直線で約８０キロのフリーウェイ沿い

にあった。 

視察は、この農場主のフィルさんから、広大

な農場が見える場所で農園の現状説明を伺い、

それに対する当方からの質問形式で行った。 

  その中でカリフォルニア農業の実情につい

て、意外な話が出た。２００８年カリフォルニ

ア州では、メキシコなど南米からの農産物の流

入量が、州外への出荷量を超えたということで

あった。それを境に、農地を売って農業をやめ

る農家がふえたということであった。 

 その理由として、ここの地域の農家は平均約 

５００エーカー（約２００町）の農地を耕作して、そこでは主に 4 種の農産物
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（土壌改良施設） 

を育てていて、レモン、イチゴ、セロリ、花類とのことであった。 

 しかし、この少品種、大規模農業には大きな問題点が潜んでいたといわれて

いた。それらの耕作には、多くの労働力が必要になるということであり、南カ

ルフォルニアでは、農園の労働者のほとんどが、メキシコなどからの季節労働

者であり、そのうちの７０％の労働者は不法入国の労働者であることで管理が

大変難しく、コストもかかるということであった。 

 さらに、アメリカの消費者の大きな意識の変化を挙げていた。消費者は、農

薬や化学肥料を使ってできた農産物より、安心して食することができて、生産

者の顔が見える農産物へ関心が高くなっている。それは、いわゆるオーガニッ

クであり、地産地消への動きである。消費者がそれを積極的に求めるようにな

ってきた。 

 オーガニックとは有機栽培の意

味で、化学農薬や化学肥料に頼ら

ず、有機肥料などにより土壌の持つ

力を生かして栽培する農法のこと

である。 

 フィルさんは、他の農家や農産物

との差別化が必要と感じ、いち早く

このオーガニックに取り組み、消費

者目線に立ち、約４０種の農産物を

生産し、土の徹底した管理などを行

っているそうだ。そして、この農場では、消費者とのコミュニケーションを重

要視して、毎日各地で開催されているアメリカ版の農産物直売所での販売に力

を入れたそうだ。 

 その結果、この農園の農産物は美味しい、安全であるとの評判が口コミで広

がり、幸運にもある有名なシェフに絶賛していただいたことで、国内の４０の

レストランチェーンへの納入やロサンゼルス市内で７カ所のファーマーマーケ

ットでも直販されるようになり、安定した販路の拡大ができたと言われていた。 

他の農家のように、市内のスーパーなどに卸すより確実に決まった収入があり、



  ３ 視察事項の報告 

- 22 - 

 

（広大な農場） 

安定した経営が可能になったと言われていた。 

 しかし、依然として労働力問題は解決していないが、フィルさんは、カリフ

ォルニアの若い世代に農業のすばらしさをわかってもらうために、また、農業

をしてみたいという若者を育てるために、農家体験学習や農業研修などを行っ

ているそうでした。昨年は約４，０００人の子供が参加しており、今後も農業

を守るために後継者育成に力を入れていきたいと言われていた。 

 

【視察を終えて】 

農場主のフィルさんに、ＴＰＰについてどう思うかとの質問をしたところ、

｢大変良いことである。しかし、我々も日本と同じような心配している。安価な

農産物が流入するだろう。しかし、どんなことがあっても自給自足分だけの農

産物は確保が必要である。そのためにも国内での差別化を図って、国内で我々

が生き残ることが大切である。｣と言われていた。 

 今回の視察でわかったことは、ＴＰＰに対してアメリカ農業も我国と同じよ

うな危惧を抱いていることである。ＴＰＰ加入に向けて、我が国の農業の生き

残る方向は、国内でしっかりとした差別化を図り、高品質で安全な農産物を国

内の消費者に供給する農家の育成が必要であると感じた。 

 ただし、カリフォルニア農業のような広大な土地があるわけではなく、生産

性と収入のバランスがとれるようにする方策を、国政として、自治体行政とし

て、抜本的な農業保護の施策の立案、そして、実行が急務であると感じた。 

 

 


